
渦励振動問題における流体-構造連成解析手法の比較検討
中央大学 学生員 ○ 河原崎　雄介
中央大学 正会員 田中　聖三
中央大学 正生員 樫山　和男

1. はじめに
流体力により構造物に動的な挙動が生じる現象には，風

による長大橋の振動や波によるメガフロ－トなどの浮体構

造物の挙動等工学の分野に数多く存在する．このような現

象は流体と構造の挙動が相関するため流体-構造連成問題と
呼ばれている．この問題では，流体と構造個々の解析に加

え，互いの挙動の相関を考慮するため連成解析手法を導入

する必要がある．しかし，これらの問題の解析結果は，連

成手法の違いにより影響を受けてしまうため，その影響を

把握することは重要である．

そこで本論文は，ALE安定化有限要素法に基づく高精度
な流体-構造連成解析手法の構築を目的とし，連成手法の違
いよる解析結果への影響を比較検討を行うものである．数

値解析例として代表的な連成問題である円柱の渦振動問題

を取り上げ，解析手法として，流体と構造を個別に解き連

成させる手法 (弱連成と呼ぶ)1)及び，流体と構造を連立し
て同時に解く手法 (強連成と呼ぶ)2)の 2手法を用いる．

2. 数値解析手法
(1) 基礎方程式

a) 流体の基礎方程式

ALE記述された非圧縮性粘性流体の運動方程式及び連続
式はそれぞれ以下の式 (1)，(2) で表される．

ρ
(
u̇ + ū · ∇u− f

)
−∇ · σ (u，p) = 0 (1)

∇ · u = 0 (2)

ここで，ρは密度，uは流速ベクトル，ūは相対流速ベクト
ル，f は物体力ベクトルを表している.また，応力テンソル
σ は以下の式 (3)で表される．

σ = −pI + µ
(
∇u + (∇u)T

)
(3)

ここで，pは圧力，µは粘性係数である．

b) 構造の基礎方程式

構造は流れの中にバネ支持された二次元剛体と仮定して

いる．以下に構造の運動方程式 (4)を示す．

mv̈ + cv̇ + kv = Fs (4)

ここで，v̈は加速度ベクトル，v̇は速度ベクトル，vは変位
ベクトル，Fsは構造の重心で働く集中力のベクトルを表す．

c) 有限要素方程式

流体の基礎方程式 (1)，(2)に対して，安定化有限要素法
(SUPG/PSPG法)3)を適用し，空間方向に離散化を行うと
以下の有限要素方程式が得られる.

(M + Mδ)
∂u
∂t

+ (K (ū) + Kδ (ū))u

− (C−Cδ)
1
ρ

p + νSu− (F + Fδ) = 0 (5)

CT u + Mε
∂u
∂t

+ Kε (ū)u− Fε + Cε
1
ρ

p = 0 (6)

ここで，M，K，C，Sは係数行列，Fは外力ベクトルであ
り添字 δ，εはそれぞれ SUPG項，PSPG項に起因するも
のを表わす．ここで，流体の時間方向の離散化には Crank-
Nicolson法を用いる．
また，構造の時間方向の離散化として，Newmark-β 法

4)
を用いる．本論文では，γ = 1

2，β = 1
4 としている．この

場合加速度は ∆t 時間の間 v̈n と v̈n+1 の平均と見なされ，

この場合の Newmark-β 法は無条件安定となる．

(2) 構造と流体の連成解析手法

安定化を施された式 (5) は以下のように書き換えること
ができる．

Mu̇ + Ku−Gp = F̃ (7)
式 (7) における，解析領域全体の節点に関する変数ベクト
ル u，F̃をそれぞれ以下のように区別する．

u = (uα，uγ)T ，̃F =
(
F̃α，̃Fγ

)T

(8)

ここで，添字 γ は移動境界上の節点量を表し，添字 α は

それ以外の流体領域での節点量を表す．また，構造の表面

の変数と構造の重心で定義した変数は，以下の適合条件式

(9)，つり合い条件式 (10)を満足する必要がある．

u̇γ = TT v̈， uγ = TT v̇ onΓI (9)

Fs + T F̃γ = 0 onΓI (10)

ここで，T は，物体の重心と物体表面の各節点間の幾何学

的な関係を表す行列であり，ΓI は移動境界を表す.
そして，式 (8)を用い，適合条件式 (9)を代入すると，流

体の運動方程式 (5)，連続式 (6) および構造の運動方程式
は以下のように表される．[
M̃αα M̃αγ

M̃γα M̃γγ

][
u̇α

TT v̈

]
+

[
K̃αα K̃αγ

K̃γα K̃γγ

][
uα

TT v̇

]

−
[

G̃α

G̃γ

][
p

]
=

[
F̃α

F̃γ

]
(11)

[
M̃α

ε M̃γ
ε

]
[

u̇α

TT v̈

]
+

[
C̃α C̃γ

]
[

uα

TT v̇

]

+Gεp = Fε (12)

msv̈ + csv̇ + ksv = Fs (13)
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ここで，本論文で用いる連成解析手法について述べる．ま

ず，弱連成では連成による付加的な質量，減衰を考慮する

ことにより，流体と構造の相関を表現する．式 (11)の第 2
行により物体表面の節点力 F̃γ を算出し，これを式 (10)に
より，構造の運動方程式に代入すると以下の式 (14)が得ら
れる．

m∗v̈ + c∗v̇ + kv =

− T
(
M̃γαu̇α + K̃γαuα − G̃γp

)
(14)

ここで，m∗，c∗ は以下の式で表される．

m∗ = m + TM̃γγTT，c∗ = c + T C̃γγTT

そして，式 (11)の第 1行，及び式 (12)を解き得られた物
理量 uα，p を用いて式 (14) を解くことで時間進行してい
く．

一方，強連成では，まず，式 (13)に対してつり合い条件
式 (10)を代入すると以下の式を得る．

msv̈ + csv̇ + ksv = −T F̃γ (15)
そして，式 (11)，(12)及び式 (15)を連立して解き，流体
と構造の未知量を同時に求め時間進行していく．
3. 数値解析例
(1) 円柱の渦振動問題

a) 解析条件

数値解析例として，円柱の渦振動問題を取り上げる．解

析モデルとして，Anagnostopoulos and Bearman5)
が水槽

実験をしたものをモデル化し用いる．図－ 1 に解析モデ
ルを示す．また，円柱は剛体として，1 自由度のバネ・マ
ス系としている．解析対象として，Re=100 から 5 刻みで
Re=130まで，計 7ケースの計算を行う．

(2) 解析結果

図－ 2に弱連成，強連成による，レイノルズ数 105，110
における円柱変位を示す．レイノルズ数 105 では，渦放出
周波数と円柱の固有周波数が近づいたためにうなりのよう

な波形となっており，レイノルズ数 110 では渦放出周波数
と円柱の固有周期が同期するロックイン現象により円柱が

大きく振動している様子が伺える．図－ 3 には渦放出周波
数及び，円柱の変位を実験値と比較したものを示す．図－ 3
より弱連成及び，強連成による解析結果は実験値と良い一

致を示し，両手法の有効性が確認できた．しかしながら，

図－ 2 における変位及び振動の波形の特徴では両手法での
大きな差異は確認できず，図－ 3 の各レイノルズ数におけ
る変位においても同様に差異は見られなかった．これは，

本数値解析例は構造を一次元バネ支持されていると仮定し

ているため，構造の自由度が低く流体との相互依存性が弱

いものとなっており，そのため両手法による結果に差異が

現れなかったと考えられる．今後は，流体と構造の相互依

存性の強い問題に対して両手法を用いて解析を行う必要が

ある．

4. おわりに
本論文では，ALE有限要素法に基づく高精度な流体-構造

連成解析手法の構築を目的とし，連成手法の比較を行った．

図 – 1 解析領域と各種計算条件

　　　　　

弱連成 強連成
図 – 2 弱連成と強連成における円柱の変位の時刻歴

　　　　

図 – 3 円柱の振動振幅と渦放出周波数の変化

数値解析例として，円柱の渦振動問題を取り上げ以下の結

論を得た．

• 弱連成解析・強連成解析共に流体の渦振動によるロッ
クイン現象を捉えることができ，実験値と良い一致

を示し，両手法の有効性を示すことができた．

• 当数値解析例においては，連成手法の違いによる解
析結果の大きな差異は見られなかった．

今後，流体と構造の相互依存性が強い問題に対して弱連

成及び強連成による解析を行う予定である．
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